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　只今、議題に供されました第１４号議案、中野区役所の位置の変更に関する条例について、日本共産党議員団の立場から反対の討論をおこないます。

　本議案は、区役所の位置を現在の中野４丁目８番１号から中野４丁目１１番に変更するというものであり、地方自治法第４条の定めに基づき、３分の２以上の賛成をもって議決するという重要な案件です。「住民の利用に最も便利であるように…適当な考慮を払わなければならない」と地方自治法で定めていますが、中野区の場合は違った意図から移転をしようとしています。
　今回の移転は、区役所が現在の場所にあっては中野駅周辺地区の再開発事業の妨げになるという思惑から計画されているということです。
新区役所は、２００５（平成１７）年度策定の「新しい中野を１０か年計画（第１次）」で、「中野区保健所、清掃車庫などとあわせて警察大学校等移転跡地・その周辺地区に移転整備」とされていました。中野サンプラザは、その前年の２００４（平成１６）年度に、雇用能力開発機構から当時の評価額の２分の１程度の約５２億円で取得しました。その時に、中野サンプラザと現在の区役所を一体的に再開発することが構想されたわけです。
　区は、現在の区役所と中野サンプラザの土地をあわせると実勢価格で約３３０億円だとしています。中野サンプラザの土地だけでも譲渡価格の４倍近くの額が入ってくるというものです。
中野区役所・サンプラザ地区一体開発は、土地区画整理事業と市街地再開発事業によって行うとしています。現在、２００ｍの超高層ビルと１万人を収容できるアリーナ施設が事業協力者から示されています。しかし、区は市街地再開発事業の施行方式についても、アリーナ施設の所有についても明らかにしようとしていません。再開発のために、区民の財産、区の資産を民間事業者に易々と売り渡すことは認められません。
また、再開発事業の実施にしても、中野区役所・サンプラザ地区一体開発と密接に関連する中野駅西側南北通路・橋上駅舎事業の見通しも全く立っていないことがこの間の審議の中で明らかになっています。事業見通しが不透明な中で場所の変更だけ先行させることは認められません。
加えて、区役所を現在の体育館の場所へ移転させ、体育館は平和の森公園内に移転させるという、中野区役所・サンプラザ地区一体開発を起点とした玉突きの移転計画でもあります。区民の反対の声を押し切って進めるべきではないことを述べて、本議案への反対討論とします。
　

　
